
（単位：円）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

総事業費 国費
※Ｆを除く

県費 その他 一般財源 臨時交付金

374,339,020 0 0 6,860,000 230,081 367,248,939

1 1

令和５年度えびの市電
気・ガス・食料品等価
格高騰重点給付金事業
（追加給付分）

福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行う
ことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５年度分の住民税非課税世帯

248,301,714 0 0 6,860,000 230,081 241,211,633 R5.12 R6.3
令和5年度分の住民税非課税世帯
3,517世帯に給付金を給付した。

①対象世帯となる令和5年度分の住民税非
課税世帯に対して令和6年1月までに支給
を開始し、3,517世帯に給付金を支給し
た。
②物価高に最も苦しむ低所得世帯への支
援を迅速に行うことで、対象世帯の負担
軽減を図ることができた。

2 2

低所得者支援・定額減
税補足給付事業（住民
税均等割のみ課税世帯
分）

企画課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行う
ことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯

令和5年度分の住民税均等割のみ
課税世帯584世帯に給付金を給付
した。

①令和5年度分の住民税均等割のみ課税世
帯584世帯に給付金を給付した。
②物価高に最も苦しむ低所得世帯への支
援を迅速に行うことで、対象世帯の負担
軽減を図ることができた。

3 3
低所得者支援・定額減
税補足給付事業（こど
も加算分）

企画課

①物価高が続く中で低所得の子育て世帯への支
援を行うことで、低所得の子育て中の方々の生
活を維持する。
②低所得子育て世帯へのこども加算給付金及び
事務費
③R５年度分の住民税非課税世帯及び住民税均等
割のみ課税世帯のうち、18歳以下のこどもがい
る世帯

令和5年度分の住民税非課税世帯
143世帯、令和5年度分住民税均
等割のみ課税世帯40世帯にこど
も加算分の給付金を給付した。

①令和5年度分の住民税非課税世帯143世
帯、令和5年度分住民税均等割のみ課税世
帯40世帯にこども加算分の給付金を給付
した。
②物価高に最も苦しむ低所得世帯への支
援を迅速に行うことで、対象世帯の負担
軽減を図ることができた。

4 10
飼料価格高騰緊急特別
支援事業補助金

畜産農政課

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響
により、飼料価格の上昇幅が大きく、畜産農家
の経営に深刻な影響を及ぼしているため、農家
負担の一部を支援し、畜産経営の安定を図る。
②令和元年度の平均輸入原料価格と令和５年度
平均輸入原料価格（第１四半期）の差額、
通信運搬費
④市内畜産農家

48,768,306 0 0 0 0 48,768,306 R5.12 R6.3

　配合飼料価格の高騰に対し、農
家負担額の一部を支援する。
【内訳】　　　　　　　　　　　単位：円
補助対象数　　　受付　　補助額
肥育27戸　　　　　25　 11,858,000
養豚10戸　　　　　  9　　 3,410,300
養鶏12戸　　　　　12　　 5,731,000
酪農10戸　　　　　10　　 4,972,900
和牛繁殖228戸　178　 22,774,900
合計287戸　　　　234　 48,747,100
通知文書送付代金   　　　　 21,206
合計　　　　　　 　　　　   48,768,306

①効果・成果／補てん金の対象とならな
い負担額の一部（6,000円/ｔ）を支援す
ることで経営悪化を緩和し、持続可能な
畜産経営を図ることができた。
②検証／生産者からの申請を返信用封筒
によりスムーズに申請事務が行えた。ま
た配合飼料の購買証明書の発行など、Ｊ
Ａや配合飼料メーカの協力もあり、ス
ムーズに事業の推進が図れた。

77,269,000 R6.3 R7.377,269,000 0 0 0 0

合計　

令和５年度　えびの市物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業の実施状況及び効果検証

総事業費Ａの財源内訳

事業
始期

事業
終期

実施状況
効果・成果及び検証（評価）
①効果・成果（数値等具体的に記入）
②検証（評価）

№

計
画
書
№

交付対象事業
の名称

所管

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当した経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）


